
公民

◆広域行政・事業連携の推進
○とやま呉西圏域連携事業 ･････････････3,655 万円

◆効率的な行財政運営
○庁舎整備検討委員会設置 ････････････････41 万円
○庁舎整備基金積立金 ････････････････1 億 90 万円

◆移住・定住の促進
○住宅取得支援授業 ･･･････････････････5,365 万円
○家賃支援事業 ･･･････････････････････2,400 万円

◆三世代同居の促進
○三世代同居・近居住宅支援事業 ･･････4,332 万円

◆幼児教育・保育の充実
○鷹栖地区保育施設整備事業 ･･････2 億 6,566 万円
○庄川地域保育施設整備事業 ･･････････9,533 万円
○保育所等 ICT 支援システム導入事業 ････6,258 万円

◆妊娠・出産・子育て支援の充実
○出産祝い事業 ･･････････････････････････98 万円
○産後ヘルパー派遣事業 ･･････････････････30 万円

◆結婚支援の推進
○結婚新生活支援事業 ･･･････････････････300 万円

　砺波市では、総合計画まちづくり “ ３つの柱 ” に基づいて主な施策を行っています。

下の事業は、令和３年度のものです。この主な施策は、毎年４月号の「広報となみ」に掲載され

るので、確認してみましょう。

  １   砺波市のまちづくり

資料１ 砺波市の主な事業（令和３年度）

砺波市が行う事業にはどのような特色があるのだろう。
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◆健康づくりの推進
○新型コロナウイルスワクチン予防接種事業 ･･･3 億 2,782 万円
○がん予防検診事業費 ･････････････････5,887 万円

◆防災力、消防・救急救助体制の充実強化
○乳幼児子育て世帯向け防災冊子作成事業 ････56 万円

◆自然環境・景観の保全
○剪定技戸別回収実証実験 ･･････････････119 万円
○「屋敷林保全月間」剪定技運搬処理事業 ･･･450 万円

◆企業誘致、起業・創業支援
○工業団地造成事業 ･･･････････････3 億 5,410 万円

◆公共交通の充実
○デマンドタクシー運行委託事業 ･･････1,101 万円
○城端線・氷見線 LRT 化検討事業 ････････616 万円

◆都市基盤の整備
○出町東部第３土地区画整備事業 ･･1 億 8,768 万円

◆住宅環境の整備
○合併処理浄化槽維持管理事業 ･････････1,513 万円

■　第３章　砺波の市政　■
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Citizens

資料２ 砺波市の予算（令和 3 年度）

歳入

歳出

一般会計222億9,600万円

市税　
固定資産税、個人市民税、法人市民税、軽自
動車税、市たばこ税などがあります。
地方交付税　
財政力に差のある市町村間の行政サービスを
調整するために、国から地方公共団体に交付
されるものです。
国・県支出金　
市が行う特定の事業に対し、国・県から交付
されるものです。
市債　
道路や公共施設の建設などを行う場合に計画
的に借りる長期の借入金のことです。
その他　
地方譲与税、地方消費税交付金、分担金及び
負担金、使用料及び手数料、繰入金などです。

歳　入

民生費　
高齢者や児童に対する福祉や、生活保護などに使われます。
公債費　
市債を返済する元金や利子の支払いなどに使われます。
衛生費　
各種検診、予防接種、環境・公害対策、ごみや、し尿処理
などに使われます。
土木費　
道路、公園、公営住宅などの整備や維持などに使われます。
総務費　
市の一般事務、交通安全対策、防災、国際交流、統計調査、
選挙、市営バス運行などに使われます。
教育費　
幼稚園、小・中学校、公民館、図書館、スポーツ振興、体
育・文化施設の整備や管理費などに使われます。
農林水産業費　農業振興、農道・林道整備、緑化推進事業
などに使われます。
商工費　
商業や工業の振興、観光事業などに使われます。
消防費　
消防・救急活動などに使われます。
その他　
議会費、労働費、災害復旧費などがあります。

歳　出

市税
63億4,600万円

（28.5％）

地方交付税
53億5,000万円

（24.0％）

市債
21億4,970万円

（9.6％）
国・県支出金
33億5，037万円

（15.0％）

その他
50億9,993万円

（22.9％）

民生費
64億7,784万円

（29.0％）

農林水産業費
8億6,646万円

（3.9％）

土木費
19億9,140万円

（8.9％）
総務費

22億4,351万円
（10.1％）

衛生費
32億2,808万円

（14.5％）

公債費
34億9,262万円

（15.7％）

教育費
19億4,665万円

（8.7％）

その他
10億6,901万円

（4.8％）
商工費
9億8,043万円

（4.4％）

歳　入　　①　　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　　③

歳　出　　①　　　　　　　　　　　②　　　　　　　　　　　③

歳入と歳出、それぞれ多いものから３つ書き出してみましょう。
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